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   第１章 総則  

 

 （趣旨）  

第１条 この規則は、公立大学法人宮城大学就業規則（平成２１年宮城大学規則第３号。

以下「就業規則」という。）第３条第４項に基づき、同項に定める業務限定職員の就業

に関し必要な事項を定めるものとする。  

 

 （定義）  

第２条 この規則において「業務限定職員」とは、第７条に定める業務に常時従事する職

員をいう。  

 

 （関係法令の適用）  

第３条 就業に関しこの規則及び法人の定める規則、規程等に定めのない事項については、

労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１

８号）その他の関係法令の定めるところによる。  

 

 （遵守義務等）  

第４条 使用者及び業務限定職員は、この規則を遵守するとともに、その職務を誠実に遂

行しなければならない。  
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   第２章 採用、異動、勤続年数  

 

 （採用等）  

第５条 業務限定職員の採用は、原則として毎年４月１日に行う。  

２ 採用は、採用希望者の申請に基づき、書類審査及び人物試験等により選考し、理事長

が決定する。  

３ 採用の申請は、任期付専門職員及び有期雇用職員（以下「任期付専門職員等」という。）

のうち、連続して雇用される契約の通算期間が５年以上となる者について行うことがで

きる。  

４ 採用の申請手続き及び選考方法については理事長が別に定める。  

 

 （異動）  

第６条 理事長は、法人の業務上の必要がある場合には、業務限定職員に配置換え、勤務

場所の変更、その他人事異動を命ずる。  

２ 前項の命令を受けた業務限定職員は、正当な理由がない限り、これに従わなければな

らない。  

 

 

   第３章 業務  

 

 （業務）  

第７条 業務限定職員の業務は、次の各号のとおりとし、理事長が特に必要と認めるもの

とする。  

一 医師、保健師、看護師、公認心理師などの資格を有する者又はそれと同等の知識若

しくは経験を有する者が従事する業務  

二 障害者が、その障害の程度に応じて継続的に従事することができる業務  

三 前２号に掲げる業務のほか、人材の確保が特に困難である業務  

 

 

   第４章 退職、定年及び解雇  

 

 （退職）  

第８条 業務限定職員が次の各号のいずれかに該当するときは、第１号及び第２号の場合

を除き、当該各号に定める事由が発生した日をもって退職するものとし、その翌日に限

定職員としての身分を失う。 

一 自己都合により退職を願い出たとき。 

二 定年に達したとき。 

三 死亡したとき。 

四 休職期間が満了し、復職できないとき。 

五 休職期間が満了し、理事長が指定した復職日に正当な理由がなく出勤しなかったと

き。 

六 行方不明となり、その期間が３０日に達したとき。 

２ 業務限定職員が前項第６号に該当する場合であって、その原因が業務限定職員の責め

に帰さない不可抗力によるものと認められるときは、理事長は業務限定職員の身分を保

留することができる。 
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 （自己都合による退職の手続）  

第９条 自己都合により退職しようとする業務限定職員の手続きについては、就業規則第

５０条の規定を準用する。 

 

（定年）  

第１０条 業務限定職員の定年は、年齢６５年とする。  

２ 業務限定職員は、定年に達したときは、定年に達した日以後における最初の３月３１

日に退職する。  

 

（定年前再雇用短時間勤務制）  

第１１条 業務限定職員については、公立大学法人宮城大学定年規程（令和６年宮城大学

規程第１９７号。以下「定年規程」という。）第９条の規定を準用する。ただし、賃金

その他の労働条件については、個別に決定する。  

 

 （解雇、解雇予告、解雇制限）  

第１２条 業務限定職員を解雇しようとする場合は、就業規則第５４条、第５５条及び第

５６条の規定を準用する。  

 

 （貸与品の返還等）  

第１３条 業務限定職員が退職するとき、又は解雇されたときは、退職の日までに、身分

証明書、健康保険証、貸与機器その他法人から貸与を受けた物品を返還し、及び業務上

の書類、ファイル等全ての書類を返納するとともに、法人に対する債務を同日までに完

納しなければならない。  

 

 （退職証明書の交付）  

第１４条 退職する業務限定職員の退職証明書の交付については、就業規則第５８条の規

定を準用する。  

 

 

   第５章 労働日、労働時間、休憩及び休日  

 

 （所定労働日、労働時間及び休憩時間）  

第１５条 業務限定職員の所定労働日は、月曜日から金曜日までの５日間とする。  

２ 業務限定職員の所定労働時間は、休憩時間を除き、１週について３８時間４５分、１

日について７時間４５分とする。  

３ 業務限定職員の始業及び就業の時刻並びに休憩時間は、次のとおりとする。ただし、

業務の都合等により必要があると認められるときには、これを変更することができる。 

 一 始業時刻 午前８時３０分  

 二 終業時刻 午後５時１５分  

 三 休憩時間 正午から午後１時まで  

４ 業務限定職員が、所定労働日に所定労働時間の全部又は一部について事業場外で業務

に従事した場合において、労働時間を算定し難いときは、所定労働時間を勤務したもの

とみなす。  
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 （所定労働日、労働時間及び休憩時間の特例）  

第１６条 前条の規定にかかわらず、所定労働日、労働時間及び休憩時間に特に別段の定

めが必要な場合は、個別に決定する。  

 

 （休日）  

第１７条 休日については、就業規則第２６条の規定を準用する。  

 

 （時間外勤務及び休日勤務）  

第１８条 時間外勤務及び休日の勤務は、原則として行わせない。ただし、理事長が特に

必要と認め、従事する者が時間外勤務及び休日勤務を承認した場合に限り、時間外勤務

及び休日勤務を命じることができるものとする。  

 

 （休日の振替）  

第１９条 理事長は、休日において次の各号に定める行事等に業務限定職員を従事させる

ときは、休日をあらかじめ所定労働日と振り替えることができるものとする。  

一 入学試験 

二 オープンキャンパス 

三 宮城大学（以下「大学」という。）の公式行事（大学主催の講演会等）  

四 その他理事長が特に必要と認める業務 

２ 休日の振替は、特に急を要するときを除き、少なくとも３日前までに対象となる業務

限定職員に通知するものとする。 

３ 休日の振替後の休日の指定は、振替前の休日を起算日とし、起算日の４週間前の日か

ら起算日の８週間後の日までの所定労働日について行わなければならない。  

 

 （非常災害時の特例）  

第２０条 非常災害時の特例については、就業規則第３３条の規定を準用する。  

 

 

   第６章 休暇  

 

 （年次有給休暇）  

第２１条 年次有給休暇については、原則として就業規則第３５条の例による。ただし、

所定労働日数が通常の職員の週所定労働日数より相当程度少ない者の付与日数につい

ては、労働基準法第３９条第３項に定めるところにより計算し、個別に決定する。  

２ 年次有給休暇及び第２３条に定める特別休暇の請求等については、就業規則第３８条

の規定を準用する。  

３ 第５条において採用された業務限定職員が従前任期付専門職員等として付与されて

いた年次有給休暇がある場合には、これを業務限定職員として引き継ぐものとする。た

だし、有期雇用職員として任用されていた職員が付与されていた年次有給休暇のうち、

業務限定職員として引き継ぐことのできる年次有給休暇は、業務限定職員として任用さ

れた日の直近の１年間に付与された日数を上限とする。  

 

 （育児休業及び介護休業）  

第２２条 育児休業及び介護休業については、就業規則第３６条の規定を準用する。  
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 （特別休暇）  

第２３条 特別休暇については、就業規則第３７条の規定を準用する。  

 

 

   第７章 休職  

 

 （休職、休職期間、休職期間の取扱い、休職中の身分及び復職）  

第２４条 業務限定職員の休職、休職期間、休職期間の取扱い、休職中の身分及び復職に

ついては、就業規則第１７条から第２１条までの規定を準用する。  

 

 

   第８章 賃金、旅費等  

 

 （賃金）  

第２５条 賃金は月給制とし、基本給及び手当とする。  

 

 （基本給）  

第２６条 基本給として職務給を支給する。  

２ 業務限定職員については、公立大学法人宮城大学賃金規程（平成２１年宮城大学規程

第６６号。以下「賃金規程」という。）第６条第１項の給料表（以下「給料表」という。）

を準用する。  

３ 業務限定職員の号俸は、次の各号のとおりとする。ただし、１週間当たりの勤務時間

数が３８時間４５分に満たない業務限定職員の基本給は、次の各号に定める基準に従い

決定した給料月額に、その者の１週間当たりの勤務時間を３８時間４５分で除して得た

数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）

とする。  

 一 カウンセラー 事務職給料表３級４４号俸  

 ニ 保健指導員 事務職給料表２級１号俸  

 三 その他 従事する職務内容に応じ、個別に決定する。 

 

 （手当）  

第２７条 手当として地域手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、期末手当及

び勤勉手当を支給する。  

２ 前項の手当の額及び支給については、賃金規程に定める職員の例による。  

３ 所定労働時間が７時間４５分に満たない業務限定職員が所定労働時間を超えてした

勤務のうち、その勤務した時間とその勤務をした日における所定労働時間との合計が７

時間４５分に達するまでの間の勤務に対する前項の適用については、賃金規程第２６条

第３号中「1.25」とあるのは、「1.0」とする。  

４ 期末手当及び勤勉手当については、１週間当たりの所定労働時間が１５時間３０分未

満の者にあっては支給しない。  

 

 （賃金の締切及び支払）  

第２８条 毎月の賃金月額は、毎月の１日から起算し月末に締め切る賃金計算期間につい

て、その月の２１日に支払う。ただし、支払日が休日に当たるときは、その直前の所定

労働日に繰り上げて支払う。  
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２ 賃金の支払は、原則として業務限定職員の指定する金融機関口座への振り込みにより

行う。ただし、金融機関への振り込みによる支払を希望しない場合は、通貨により直接

業務限定職員にその全額を支払う。  

３ 第１項の規定にかかわらず、業務限定職員が労働基準法第２５条に定める非常時の費

用に充てるため請求する場合は、支払日前であっても、既往の労働に対する賃金を支払

う。  

 

 （賃金からの控除）  

第２９条 賃金からの控除については次により行う。  

 一 法令に別段の定めがある場合は、賃金の一部を控除する。  

 ニ 労働組合若しくは労働者代表との書面協定がある場合は、賃金の一部を控除する。 

 三 賃金計算期間中の欠勤控除額は、翌月の賃金月額から控除する。  

 

 （日割り計算）  

第３０条 賃金計算期間中の中途で採用された場合、又は中途で退職した場合は、日割り

計算によって支払う。  

 

 （昇給等）  

第３１条 昇給については、賃金規程第１０条の規定を準用する。  

 

 （退職手当）  

第３２条 退職手当については、公立大学法人宮城大学退職手当規程（平成２１年宮城大

学規程第６７号）に定める職員の例による。  

２ 退職手当については、１日の勤務時間が７時間４５分未満の者には支給しない。  

 

 （旅費）  

第３３条 旅費については、就業規則第７６条の規定を準用する。  

 

 （職務開発）  

第３４条 業務限定職員の職務上の発明等に関する取扱いについては、公立大学法人宮城

大学発明等取扱規程（平成２１年宮城大学規程第５３号）の定めるところによる。  

  

 

   第９章 服務規律  

 

 （服務規律の基本等）  

第３５条 服務規律の基本、出勤及び退勤、出勤停止及び退勤命令、持込み又は持出しの

禁止、欠勤、遅刻、早退、私事外出等、出張、服務上の遵守事項、人権侵害の防止及び

措置については、就業規則第３９条から第４６条までの規定を準用する。  

 

 

   第１０章 研修及び兼業  

 

 （研修）  

第３６条 理事長は、業務上必要があると認める場合には、業務限定職員に研修を命ずる
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ことができる。 

２ 理事長は、業務限定職員に研修を受ける機会を与えるように努めるものとする。 

 

 （兼業） 

第３７条 業務限定職員の兼業は原則として認めない。ただし、業務の成果を社会へ提供

する目的で、法人の運営等の職務に支障を来さず、かつ、法人の目的及び性格に反しな

い限りにおいて、理事長が特に認めた場合に限り兼業を行うことができる。  

 

 

   第１１章 表彰、勤務評価及び懲戒  

 

（表彰） 

第３８条 業務限定職員が、次の各号のいずれかに該当するときは、その都度審査の上、

表彰を行う。 

一 顕著な発明発見、社会活動、人命救助、災害防止、国内外の賞の受賞等により、社

会に貢献し、法人の名誉を高めたとき。 

二 その他内部顕彰に値する業績等が認められるとき。 

２ 表彰は、賞状を授与して行う。 

 

 （勤務評価）  

第３８条の２ 法人は、業務限定職員の勤務成績について、評価を実施する。  

２ 評価に関し必要な事項については、別に定める。  

 

（懲戒の種類） 

第３９条 業務限定職員が、法令又は法人の規則、規程等に違反した場合、職務上の義務

に違反し、若しくは職務を怠った場合又は法人の業務限定職員たるにふさわしくない非

行のあった場合には、これに対して懲戒処分を行う。 

２ 前項の懲戒処分は、戒告、減給、停職、諭旨解雇又は懲戒解雇とする。 

３ 戒告は、第１項に該当する場合において、その責任を確認し、及び始末書を提出させ

るとともに、その将来を戒めるものとする。 

４ 減給は、始末書を提出させるとともに、１年以下の期間において、給料月額の５分の

１を超えない範囲で、その一部を減額するものとする。 

５ 停職は、始末書を提出させるとともに、１日以上１年以下の期間勤務を停止し、職務

に従事させず、その間給与を支給しないものとする。 

６ 諭旨解雇は、理事長が必要と認める場合において、理事長が退職届の提出を勧告し、

これに応じて退職願が提出されたときに懲戒解雇に代えて行うものとする。この場合に

おいて、退職願が提出されないときは、懲戒解雇の処分を行うものとする。 

７ 懲戒解雇は、予告期間を設けることなく、即時に解雇するものとする。この場合にお

いて、行政官庁の認定を受けたときは、予告期間相当分の平均賃金は支給しない。 

８ 第１１条の規定により採用された定年前再雇用短時間勤務職員が、規程年齢以上退職

者（第１０条第１項で定める年齢に達した日以後に退職をした者をいう。）となった日

までの引き続く職員としての在職期間又は第１１条の規定によりかつて採用されて定

年前再雇用短時間勤務職員として在職していた期間中に第１項に該当したときは、当該

職員に対し本条に規定する懲戒処分を行うことができる。 
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（懲戒の手続き） 

第４０条 懲戒は、その旨を記載した書面を業務限定職員に交付して行わなければならな

い。 

２ 懲戒処分は、懲戒審査会の審査及び理事会の議を経て、理事長が行う。 

３ 懲戒の手続き等については、公立大学法人宮城大学職員懲戒規程（平成２１年宮城大 

学規程第６１号）の定めるところによる。 

 

（懲戒の事由） 

第４１条 業務限定職員が次の各号のいずれかに該当する場合には、懲戒処分として戒告、

減給又は停職の処分を行うものとする。 

 一 第３５条で準用する就業規則第４２条の規定に違反したとき。 

 二 第３５条で準用する就業規則第４３条第１項、第２項及び第４項の規定に違反した

とき。 

 三 第３５条で準用する就業規則第４５条に規定する服務上の遵守事項に違反したと

き。 

 四 第３５条で準用する就業規則第４６条第２項の規定に違反して人権侵害の行為を

したとき。 

 五 酒気を帯びて運転をしたとき。 

 六 法人の建物、施設、備品、現金等の管理を怠り、又は不適切な使用により法人に損

害を与えたとき。 

 七 利益相反行為（業務限定職員としての義務よりも、自己又は第三者の利益を優先さ

せる行為をいう。以下同じ。）その他法人の利益に反する行為を行ったとき。  

 八 その他前各号に準ずる程度の非違行為があったとき。 

２ 業務限定職員が次の各号のいずれかに該当する場合には、懲戒処分として懲戒解雇の

処分を行うものとする。 

 一 正当な理由がないにもかかわらず、無断欠勤が１４日に達したとき。 

 二 減給又は停職の懲戒処分を受けたにもかかわらず、類似の行為を繰り返したとき。 

 三 許可なく、法人の施設内において政治活動又は宗教活動を行ったとき。  

 四 法人の施設の内外において、脅迫、暴行、傷害、賭博、麻薬使用又はこれらに類す

る行為を行ったとき。 

 五 秘密を守る義務に違反して、職務上の知り得た重要な秘密又は個人情報を故意又は

重大な過失により漏らしたとき。 

 六 自己の重要な経歴を偽り、又は詐術その他の不当な方法により任用されたことが判

明したとき。 

 七 法人の内外において、刑法（明治４０年法律第４５号）その他の法令に触れる行為

をし、法人の名誉又は信用を傷つけたとき。 

 八 職場の安全及び健康に危険をもたらし、又は有害となる行為を故意に行ったとき。 

 九 職務上の指示若しくは指揮又は法令等の規定に従わず、故意又は重大な過失により

法人に損害を与えたとき。 

十 利益相反行為を行い、その内容が悪質なとき。 

 十一 許可なく、６月以上の間、報酬を伴う兼業、兼職又は自営営業を行っていたこと

が判明したとき。 

 十二 データねつ造、盗作等研究倫理に反する悪質な行為を行ったとき。 

 十三 法人の金品を盗取若しくは横領し、背任行為を行い、又は研究費の私的流用等の

不正行為をしたとき。 
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 十四 第３５条で準用する就業規則第４６条第２項の規定に違反して人権侵害の行為

をし、その侵害等が重大なとき。 

 十五 地方独立行政法人法第５８条の規定の適用を受けて、刑法その他の罰則の規定に

触れる行為があったとき。  

 十六 その他前各号に準ずる程度の重大な非違行為があったとき。 

３ 前項の場合において、理事長が必要と認めるときは、理事長が当該業務限定職員に退

職の勧告をし、これに応じて退職願が提出されたときは、懲戒解雇に代えて諭旨解雇の

処分を行うことができる。この場合において、退職願が提出されないときは、懲戒解雇

の処分を行うものとする。 

 

（訓告等） 

第４２条 理事長は、第３９条に定めるもののほか、服務を厳正にし、規律を保持するた

めに必要があるときは、訓告、文書厳重注意、文書注意又は口頭注意を行うことができ

る。 

 

（損害賠償） 

第４３条 業務限定職員が、故意又は重大な過失により法人に損害を与えた場合には、そ

の損害の全部又は一部を賠償させることができる。 

 

（管理者責任） 

第４４条 業務限定職員が懲戒処分を受けた場合において、当該業務限定職員の非違行為

時の管理職員に対しても、状況により管理者責任を問うことができる。ただし、当該管

理職員がその防止に必要な措置を講じ、又は講ずることができなかったことにやむを得

ない事情があるときは、この限りではない。 

 

 

第１２章 安全衛生及び災害補償等 

 

（安全衛生及び災害補償） 

第４５条 安全衛生及び災害補償については、就業規則第６７条から第７４条までの規定

を準用する。 

 

 （社会保険等の適用） 

第４６条 社会保険等の取扱いについては、公立大学法人宮城大学有期雇用職員就業規則

（平成２６年宮城大学規則第５号）第２５条及び第２６条の規定を適用する。  

 

 

   第１３章 雑則  

 

 （委任）  

第４７条 この規則に定めるもののほか、業務限定職員の就業に関して必要な事項は、理

事長が別に定める。  

 

 （この規則の改正）  

第４８条 この規則は、法の改正若しくは社会情勢又は世間一般の基準等の推移に応じて
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公立大学法人宮城大学が必要と認めた場合に随時改正するものとする。  

 

 

 

 

   附 則（H30.2.28 第 133 回理事会）  

 （施行期日）  

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。  

２ 第５条に規定する業務限定職員の採用のために必要な行為については、この規則の 

施行の日前においても行うことができる。  

 

附 則  

 （施行期日）  

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この規則の施行の日の前日において雇用されていた者について、その者が施行日以後  

において受ける予定の基本給が施行日の前日において適用されていた基本給に達しな

いこととなる場合には、第２６条の規定にかかわらず、その差額に相当する額を基本給

として支給する。  

 

附 則（R6.3.27 第 209 回理事会）  

（施行期日）  

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。  

（定年に関する経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）から令和１３年３月３１日までの間 

における第１０条第１項の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる期間の区分

に応じ、同項中「６５年」とあるのは、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

施行日から令和７年３月３１日まで ６１年 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６２年 

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３年 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４年 

（定年退職者等の再雇用に関する経過措置） 

３ 業務限定職員については、定年規程附則（令和６年４月１日施行）第３項及び同附

則第６項から第１３項までの規定を準用する。この場合において、同附則第６項第１

号中「施行日以後に第２条第２項の規定により退職した者（教員を除く。）」とあるの

は「施行日以後に公立大学法人宮城大学業務限定職員就業規則（平成３０年宮城大学

規則第６号）第１０条第２項の規定により退職した者」と読み替えるものとする。た

だし、賃金その他の労働条件については、個別に決定する。 

４ 業務限定職員には、賃金規程附則（令和６年４月１日施行）第２項から第４項まで

の規定を準用する。 

 

附 則（R6.6.26 第 212 回理事会）  

この規則は、令和６年６月２６日から施行し、改正後の第２７条第１項及び第４項の規

定は、令和６年４月１日から適用する。  

 



第４編人事労務 業務限定職員就業規則 

4021-11 

附 則（R7.5.7 第 222 回理事会）  

この規則は、令和７年５月７日から適用する。  

 


